
漁港の指定等に関する基準の制定等について  
 

（平成１３年３ 月３ ０日  １２水港第４ ５６６号  知事あて  水産庁長官）  

最終改正  令和６年３月２７日５水港第２９７４号  

 

 漁港及び漁場 の整 備等に関する法 律（昭和２５年法律第１３７号。以下「法」と

いう。）第６条第３ 項及び第４項の規定に基づく漁港の指定等に関する基準は、次

のとおりとする 。  

 

第１  定義   

   こ の 基 準 に お い て 、 「 地 元 漁 船 」 と は 、 そ の 漁 船 の 船 主 が そ の 港 の 所 在 す  

る 市 町 村 に 居 住 し て い て 、 そ の 港 を 主 た る 根 拠 地 と し て い る 動 力 漁 船 （ 同 種  

 条件の鮮魚運 搬船 を含む。）をいい、「利用漁船」とは 、その港を主た る 根

拠 地 と し て い る 動 力 漁 船 の う ち 地 元 漁 船 に 属 さ な い も の 及 び 漁 期 に 又 は 避 難

のために一時そ の港 を利用する動力漁船及び鮮魚運搬船をいう。  

 

第 ２  法 第 ６ 条 第 ３ 項 及 び 第 ４ 項 の 規 定 に 基 づ く 漁 港 の 指 定 並 び に 同 条 第 ６ 項 の  

  規定に基づ く指 定の内容の変更及び指定の取消しに関する基準  

 

  １  指定基準  

 （１）漁港の 指定 要件  

    漁港と して の自然的経済的立地条件を具備している漁業根拠地であっ   

   て、次の いず れかに該当するものとする。  

   ア  当 該 年 度 又 は 次 年 度 以 降 に お い て 国 の 漁 港 関 係 補 助 事 業 又 は 都 道 府 県  

    若 し く は 市 町 村 等 の 単 独 事 業 を 実 施 す る 計 画 が あ り 、 当 該 都 道 府 県 、 市  

    町 村 又 は そ の 機 関 の 意 思 決 定 に よ り 当 該 計 画 が 確 立 さ れ て お り 、 そ の 計  

    画 の 実 施 と 当 該 漁 港 の 実 態 調 査 の 結 果 に よ り イ に 掲 げ る 程 度 以 上 の 港 勢  

    へ の 推 移 が 見 込 ま れ る た め 漁 港 の 整 備 上 特 に 指 定 を 受 け る 必 要 が あ る 場  

    合  

   イ  漁 港 の 公 共 施 設 と し て の 外 郭 施 設 、 係 留 施 設 又 は 水 域 施 設 と な る 施   

    設 の １ 以 上 の も の が あ り 、 地 元 漁 船 及 び 利 用 漁 船 の 実 隻 数 に よ る 総 数 が  

    約 ２ ０ 隻 程 度 以 上 の も の が 利 用 し て お り 、 漁 獲 物 が 相 当 量 陸 揚 げ さ れ て  

    い る （ 離 島 そ の 他 の 漁 港 で 漁 獲 物 の 陸 揚 げ が な さ れ な い 場 合 を 除 く 。 ）  

    若 し く は 漁 船 の 出 漁 の 準 備 、 休 け い 、 避 難 又 は 水 産 動 植 物 の 養 殖 作 業 等  

    の 漁 業 活 動 が 営 ま れ て い る こ と に よ り そ の 管 理 上 早 急 に 漁 港 の 指 定 を 受  

    ける必 要が ある場合  

      ウ   離 島 又 は 辺 地 に あ っ て 、 漁 場 の 開 発 又 は 漁 船 の 避 難 上 必 要 な 第 ４ 種 漁  

    港とし て漁 港の指定を受ける必要がある場合  

 

 （２）指定の 方法  



    漁港の 指定 は、次の方法により行うものとする。  

   ア  漁 船 の 利 用 度 に 比 し て 一 般 船 舶 の 利 用 度 が 問 題 と な ら な い 程 度 に 低 い  

    場合に は、 当然港の全域について漁港の指定を行う。  

   イ  漁船 の利 用区域と一般船舶の 利用区域とが、概ね分離される場合には、 

    分 離 さ れ た 区 域 と し て 漁 港 の 指 定 を 行 う 。 漁 港 の 区 域 は 、 ２ 以 上 に 分 離  

    されて も差 し支えない。  

      ウ  漁 船 の 利 用 区 域 と 一 般 船 舶 の 利 用 区 域 と が 一 応 分 離 し 難 い 場 合 に は 、  

    そ の 港 の 総 合 的 価 値 判 断 に お い て 漁 業 の 優 性 、 劣 性 を 定 め 、 優 性 と 認 め  

    るもの につ いては漁港の指定を行う。  

   エ  イ及 びウ の場合については、 地元関係者の意思を尊重して行う。  

 

 ２  漁港の種 類  

   漁港の種 類の 選定基準は、次のとおりとし、漁港の種類の選定に当たって  

  は経済的効 果、 漁港の将来性等を総 合的に勘案して決定するものとする。  

 

 （ １ ） 第 １ 種 漁 港 に つ い て は 、 （ ２ ） か ら （ ４ ） ま で に 掲 げ る 要 件 に 該 当 す る  

   もの以外 のも のとする。  

 

 （ ２ ） 第 ２ 種 漁 港 に つ い て は 、 次 に 掲 げ る 要 件 の う ち 、 原 則 と し て ３ 以 上 を 満  

   たしてい るも のとする。  

   ア  地 元 漁 船 が ５ ０ 隻 （ 日 本 海 沿 岸 の 府 県 （ 秋 田 県 、 山 形 県 、 新 潟 県 、 富  

    山 県 、 石 川 県 、 福 井 県 、 京 都 府 、 兵 庫 県 、 鳥 取 県 及 び 島 根 県 ） に 存 す る  

    第 ２ 種 漁 港 又 は 第 ３ 種 漁 港 （ 以 下 「 日 本 海 沿 岸 漁 港 」 と い う 。 ） に あ っ  

    て は 、 ３ ５ 隻 ） 以 上 又 は 当 該 漁 船 の 総 ト ン 数 の 合 計 が ５ ０ ０ ト ン （ 日 本  

    海沿岸 漁港 にあっては、３５０トン）以上であるこ と。  

   イ  利 用 漁 船 が ２ ５ 隻 以 上 （ 日 本 海 沿 岸 漁 港 に あ っ て は 、 １ ８ 隻 ） 又 は 当  

    該 漁 船 の 総 ト ン 数 の 合 計 が ２ ５ ０ ト ン （ 日 本 海 沿 岸 漁 港 に あ っ て は 、 １  

    ７５ト ン） 以上であること。  

    ウ  年 間 属 地 陸 揚 量 が １ 、 １ ２ ５ ト ン （ 日 本 海 沿 岸 漁 港 に あ っ て は 、 ７ ８  

    ８トン ）以 上であること。  

     エ   次に掲げ る施設をすべて有していること。  

    (ア ) 係留施設（岸壁又は物揚場に限る。）  

    (イ ) 幅員３メートル以上の臨港道路  

    (ウ ) 荷さばき所  

 

 （ ３ ） 第 ３ 種 漁 港 に つ い て は 、 次 に 掲 げ る 要 件 の う ち 、 原 則 と し て ３ 以 上 を 満  

   たしてい るも のとする。  

   ア  地 元 漁 船 が １ ４ ０ 隻 （ 日 本 海 沿 岸 漁 港 に あ っ て は 、 ９ ８ 隻 ） 以 上 又 は  

    当 該 漁 船 の 総 ト ン 数 の 合 計 が ２ 、 ４ ０ ０ ト ン （ 日 本 海 沿 岸 漁 港 に あ っ て  

    は、１ 、６ ８０トン）以上であること。  



   イ  利 用 漁 船 が ７ ０ 隻 （ 日 本 海 沿 岸 漁 港 に あ っ て は 、 ４ ９ 隻 ） 以 上 又 は 当  

    該漁船 の総 トン数の合計が１、６００トン（日本海沿岸漁港にあっては、 

    １ 、 １ ２ ０ ト ン ） 以 上 で あ っ て 、 複 数 都 道 府 県 か ら の 漁 船 の 利 用 が あ る  

    こと。  

   ウ  年間 属地 陸揚量が５、０００ トン（日本海沿岸漁港にあっては、３、  

    ５００ トン ）以上であること。  

   エ  次に 掲げ る施設をすべて有し ていること。  

    (ア ) 係留施設（岸壁又は物揚場に限る。）  

    (イ ) 幅員５．５メートル以上の臨港道路又は臨港鉄道  

    (ウ ) 荷さばき所  

    (エ ) 漁船修理場  

    (オ ) 給水施設  

    (カ ) 燃料供給施設  

    (キ ) 製氷施設  

    (ク ) 冷凍施設  

    (ケ ) 冷蔵施設  

 

 （ ４ ） 第 ４ 種 漁 港 に つ い て は 、 離 島 又 は 辺 地 に あ っ て 、 次 に 掲 げ る 要 件 の い ず  

   れかに該 当す るものとする。  

   ア  漁 場 の 開 発 上 特 に 必 要 で あ る こ と （ そ の 地 域 が 、 漁 場 開 発 の 前 進 基 地  

    と し て 現 に 利 用 さ れ て い る 漁 業 根 拠 地 で あ る こ と 又 は 開 発 を 要 す る 漁 場  

    の前進 根拠 地として適当であると認められる地域で あること）。  

   イ  漁 船 の 避 難 の た め 特 に 必 要 で あ る こ と （ そ の 地 域 か ら 概 ね 海 上 ５ ０ キ  

    ロ メ ー ト ル 程 度 の 範 囲 内 に 地 元 漁 船 以 外 の 漁 船 を も 安 全 に 避 難 さ せ る こ  

    と が で き る 適 当 な 漁 港 が な く 、 か つ 、 そ の 地 点 が 漁 港 修 築 に よ り 避 難 港  

    と し て の 目 的 を 達 し う る 立 地 条 件 を 備 え る も の で あ る こ と ） 。 た だ し 、  

    ５ ０ キ ロ メ ー ト ル の 距 離 的 制 限 は 、 急 潮 、 岬 、 気 象 、 そ の 他 特 有 な 海 況  

    上の難 所に ついては、この限りでない。  

   ウ  漁港 の配 置上から特に必要であると認められる場所であること。  

   エ  相 当 規 模 の 静 穏 水 域 の 確 保 が 可 能 で あ り 、 か つ 、 近 隣 の ２ 以 上 の 漁 港  

    の 安 全 性 、 機 能 性 等 の 向 上 に 相 当 な 効 果 が 期 待 で き 、 併 せ て 、 そ の 地 域  

    の開発 と防 災にも寄与できる場所であること。  

 

 ３  漁港の名 称  

   漁港の名 称は 、当該漁港が所在する都道府県内の他の漁港との識別を容易  

  にできるも のと する。その名称を変更する場合も同様とする。  

 

 ４  漁港の区 域  

  (１ )  漁 港 の 区 域 は 、 漁 業 根 拠 地 と し て 機 能 が 十 分 に 発 揮 さ れ る よ う 指 定 す る  

   ものとし 、原則として次の区域を含めたものとする。  



   ア  施 設 、 公 共 空 地 、 公 共 埋 立 地 そ の 他 の 公 共 用 地 等 で あ っ て 、 事 実 上 漁  

    港 施 設 と し て 利 用 さ れ て い る も の 又 は 漁 港 の 保 全 の 機 能 を 果 た し て い る  

    ものを 漁港 として管理するために必要な区域  

   イ  当該 年度 又は次年度以降にお いて、特定漁港漁場整備事業その他の漁港

関係補助事業、地 方 単独事業により漁港施設を整備するための確立された

計画があって、 当該 計画を実施するために必要な区域  

 

  (２ )  漁港の区域 の変更は、次に掲げるいずれかの場合に行うものとする。  

   ア  変 更 に 係 る 区 域 が （ １ ） の ア 又 は イ に 規 定 さ れ た 区 域 で あ っ て 、 当 該  

    区域を 漁港 の区域に編入する場合  

   イ  変 更 に 係 る 区 域 が （ １ ） の ア 及 び イ に 規 定 さ れ た 区 域 以 外 の 区 域 で あ  

    って、 当該 区域を漁港の区域から除外する場合  

   ウ  漁 港 の 指 定 の 内 容 で あ る 告 示 に お け る 地 番 、 地 名 又 は 地 物 の 誤 認 が あ  

    ったこ とに より漁港の区域の変更を必要とする場合  

   エ  漁 港 の 指 定 の 内 容 で あ る 区 域 の 告 示 に お け る 誤 測 、 誤 記 そ の 他 明 白 な  

    誤りを 訂正 するため漁港の区域の変更を必要とする 場合   

   オ  漁 港 の 区 域 内 の 全 部 又 は 大 部 分 の 公 有 水 面 の 埋 立 て に つ い て 法 に 基 づ  

    く 認 可 を 受 け た 者 が 埋 立 工 事 を 施 行 し よ う と す る 場 合 又 は 施 行 し た 場 合  

    であっ て、  

    (ア )  国庫補 助を受けて行う他の法令に基づく工事（他の法令により漁港  

     の区 域内 で施行できないものとされているものに限る。）手続上その  

     他の 理由 により漁港の区域の うち着工前に当該工事に係る部分の変更  

     を必 要と するとき  

    (イ )  当 該 工 事 の 完 成 に 伴 い 、 当 該 漁 港 の 整 備 又 は 管 理 上 必 要 な 部 分 を 存  

     置す るた め区域の変更を必要 とするとき  

    (ウ )  当 該 工 事 の う ち 特 に 補 償 工 事 又 は 附 帯 工 事 等 の 実 施 の 結 果 に よ り 当  

     該漁 港の 位置及び区域の全部 又は一部の変更を必要とするとき  

 

 ５  漁港の指 定の 取消し  

   漁 港 の 指 定 の 取 消 し は 、 次 に 掲 げ る 事 項 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合 に 行 う  

  ものとする 。  

  (１ )  そ の 漁 港 に 利 用 漁 船 が な く な り 、 か つ 、 地 元 の 利 用 者 た る 漁 民 が 他 に 転  

   業 し 、 地 元 漁 業 協 同 組 合 が 解 散 し た こ と 等 に よ り 利 用 者 が な く な っ た 事 案  

   を証明し 得る に至り、漁港の指定をしておく必要性がなくなった場合     

   (２ )  漁 港 管 理 者 か ら 漁 港 の 指 定 の 取 消 し に 係 る 意 見 書 の 提 出 が あ っ て 、 当 該  

   都 道 府 県 内 の 他 漁 港 の 指 定 の 状 況 等 か ら 判 断 し て 漁 港 の 指 定 を し て お く 必  

   要性がな くな った場合  

  (３ )  ２ 以 上 の 漁 港 を 合 併 し た 場 合 に お け る 合 併 関 係 漁 港 の 指 定 の 取 消 し を 必  

   要とする 場合  

  (４ )  現 に 指 定 さ れ て い る 漁 港 が ２ の 漁 港 の 種 類 に お け る 漁 港 の 種 類 の 選 定 基  



   準 に 適 合 し な く な っ た こ と に 伴 い 、 他 の 漁 港 の 種 類 の 漁 港 と し て 指 定 す る  

   必要があ る場 合  

 

第 ３  法 第 ６ 条 第 ７ 項 の 規 定 に 基 づ く 漁 港 の 指 定 に 係 る 区 域 の 設 定 又 は そ の 変 更  

  に関する基 準  

   法 第 ６ 条 第 ７ 項 の 規 定 に 基 づ く 漁 港 の 指 定 に 係 る 区 域 の 設 定 又 は そ の 変 更  

  については 、第 ２の４の基準に適合させ行うものとする。  

 

第 ４  法 第 ６ ６ 条 第 ３ 項 の 規 定 に 基 づ く 漁 港 施 設 と み な さ れ る 施 設 の 指 定 に 関 す  

  る基準  

   法 第 ６ ６ 条 第 ３ 項 の 規 定 に 基 づ く 漁 港 施 設 と み な さ れ る 施 設 の 指 定 に つ い  

  ては、次に 掲げ る要件をすべて満た している場合に行うものとする。  

  (１ )  当 該 施 設 が 法 第 ３ 条 に 掲 げ る 施 設 に 該 当 し 、 か つ 、 当 該 漁 港 の 管 理 上 又  

   は 機 能 上 必 要 な 施 設 と し て 整 備 及 び 維 持 管 理 の 対 象 と す る 必 要 が あ る も の  

   であるこ と。  

  (２ )  当 該 施 設 を 漁 港 の 区 域 に 編 入 す る こ と が 技 術 的 に 困 難 で あ る か 、 又 は 公  

   益の観点 から 不適当であること。  

 

 

附  則 （ 令 和 ６ 年 ３ 月 ２ ７ 日 付 け ５ 水 港 第 ２ ９ ７ ４ 号 ）  

こ の 通 知 は 、 令 和 ６ 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 

   


